
～貴社に専門家を派遣し、課題解決に向けてアドバイス～

地域建設産業 生産性向上・ 事業継続支援のご案内

中小・中堅建設業は今、担い手不足や後継者不足、さらには新型コロナウィルスの影響により企業活動の継続に
関わる課題を抱えています。こうした課題を解決するため３つの支援メニューを用意しました。

重点アドバイス支援 ３テーマ（多能工推進・ＩＣＴ活用・事業承継）について、継続的に支援します

● 元請と下請が連携して多能工化を進める方法は
● ＩＣＴの導入計画を立てたい
● Ｍ＆Ａも視野に事業承継に取り組みたい etc

例

お申込の件数に応じて、案件を選定させていただく場合があります

相談支援 電話1回、訪問1回の支援を行います（１企業あたり申し込みは１回まで）

※お申込は、１企業につき１回までです。

※本事業に関わる専門家：中小企業診断士、税理士、公認会計士、弁護士、社会保険労務士、
１級施工管理技士、技術士、 労働安全コンサルタント、大手建設企業ＯＢ等の専門家 等

貴社の経営上のお困りごと・不安ごとについて、まずはご相談ください。

ＷＥＢまたはＦＡＸで

お申込みください

窓口より

申込受付メール
が届きます

Webで
簡単申込!

貴社のお困りごとについて、
電話でヒアリングを行います。

（30分程度）

電話ヒアリング
適切な専門家を派遣し、

課題解決に向けた
相談を行います。

（３時間程度）

訪問相談

■ 相談内容 次のような相談ごとを含め様々な経営課題について相談を受け付けています。

●事業承継・Ｍ＆Ａ ●資金繰り ●経営方針・戦略 ●財務分析・改善
●コストダウン ●雇用対策・人材育成 ●生産性向上（ＩＣＴ活用・多能工推進など）

例

■ 窓口開設期間 令和3年2月末まで窓口開設予定
※受付上限に達した時点で受付を終了いたしますので、お早めにお申し込みください。

■ 相談支援 の流れ

生産性向上や事業継続に向けて、特に３つのテーマ（多能工の推進、ＩＣＴの活用、事業承継・Ｍ＆Ａ） について
専門家が重点的に訪問支援を行います。（お申込みの際は、３テーマのうちいずれかをお選びください。）

■ 支援内容 上記３テーマに係る次のような支援をします。 ■ 重点アドバイス支援申込期限
郵送にて申込受付を行います。

令和2年9月11日(金) 締切日消印有効

※選考結果は9月下旬ごろに お知らせいたします。

■ 重点アドバイス支援 の流れ

・上記３つに係る支援のみ受け付けております。
（お申込の際は、３つのうちいずれかお選びください。）
・選考基準については非公開とさせていただいております。

※注意事項

ＨＰより申請書
をダウンロード

必要事項を記載の上、

郵送にてお申込
ください

事務局にて

審査
を行います。

●「多能工の推進」、「ＩＣＴの導入」、「事業承継・Ｍ＆Ａ」
について、専門家による重点的な訪問アドバイスを実施
します。

●具体的な目標を設定し、専門家とともに支援期間中
での目標達成を目指します。
①現状の分析
②目標の設定
③目標達成に向けた取組 等

令和３年３月上旬

支援終了予定

選定

不選定

電話ヒアリング 訪問相談

上記相談支援の流れで電話１回、訪問一回の支援を行います。

※申請状況によっては、二次募集を行う場合が
あります。

裏
面
も
ご
覧
く
だ
さ
い



ICT技術等の活用による施工管理の効率化のナレッジを広く水平展開

元請・上位下請企業が主導して、
下請企業へ複数工種を一括して発注

多能工の教育訓練の場面

元請・上位下請企業が下請企業と
協力し、多能工育成の教育訓練を実施

■ モデル事業申込期限 令和2年9月11日(金) 締切日消印有効
郵送にて申込受付を行います
※選考結果は９月下旬ごろになる予定です。
※申請状況によっては、二次募集を行う場合があります。

例えば、ウェアラブルカメラやタブレット、ロボット、AIなど、先進的な技術を使った建設現場における遠隔・無人で

の施工管理を行う取組などが対象です。モデル事業として採択されると、４００万円程度を上限に支援させて
いただくとともにモデル的な取組として広く紹介させていただきます。

例えば、元請・上位下請企業が、下請企業（専門工事業者）と連携・協力して多能工化を推進する取組などが対象です。

モデル事業として採択されると、１００万円程度を上限に支援させていただくとともにモデル的な取組として広く紹介さ
せていただきます。

■ モデル事業の流れ

ＨＰより申請書
をダウンロード

必要事項を記載の上、
郵送にてお申込

ください

事務局にて
審査

を行います

選定 選定事業者
による

事業実施

事務局から
支援金の
支払

報告

生産性向上に資するモデル性の高い取組を支援します
（支援上限額：ＩＣＴ施工管理モデル４００万円程度、多能工化モデル100万円程度）

モデル事業

お申し込み方法、お問合せ先等につきましては、表面をご覧ください

改正建設業法により監理技術者等の
現場兼務が可能とされたことを踏まえ
て、ICTの推進等により、施工管理の
更なる効率化を図る必要性があります。

タブレット・専用ソフト等を使った
円滑な図面・進捗管理

ロボット・ＡＩによる遠隔・無人化

デジタルサイネージの活用による
作業計画・安全啓蒙動画等の配信

ウェアラブルカメラの活用による
遠隔からの施工アドバイス

イメージ）元請や上位下請業者が
専門工事業者に複数の工種をまと
めて発注
上位の下請業者

塗装工事、防水工事塗装工事 防水工事

従来の分割発注 一括発注化
工事量が少なくても
工種別に分割発注

多能工の
活用・育成

■ 支援の対象となるイメージ

■ 支援の対象となるイメージ

ICT企業と連携した施工管理モデル事業

多能工化推進モデル事業

■ 背景
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